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はじめに

介護事業者においては、令和３年度介護報酬改定に伴う運営基準の改正により、

業務継続計画（以下「BCP」）の策定、研修、訓練の実施が義務化（3年間の経過措置

期間有）されました。しかしながら、令和5年度に実施された改定検証調査では、BCPの研修

の実施状況は6割弱、訓練の実施・見直しの状況は4割程度に留まっている状況です。

弊社は、令和６年度厚生労働省老人保健健康増進等事業「業務継続計画（BCP）の

適正な運用に関する調査研究事業」の採択を受け、介護事業者におけるBCPの策定、周知、

研修、訓練、見直し（以下「BCPの運用」）の実態を明らかにすべく有識者からなる検討委員

会の組成及びアンケート調査、ヒアリング調査等を実施しました。本事例集はヒアリング調査から

得られた介護事業者におけるBCPの運用に関する特徴的な取組みの内容や被災事例並びに

課題を取纏めたものとなります。

介護事業者におかれては、本事例集を参考としてご活用いただき、自施設・事業所のBCPの

適正な運用の一助として頂けますと幸いです。

なお、本事例集の作成にあたり、本文記載の施設／事業所、及び本事業検討委員会の先

生の方々から多大なご協力をいただきました。

この場を借りて厚く御礼申し上げます。

２０２５年３月
MS&ADインターリスク総研株式会社
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本事例集の目的／活用方法

（１）本事例集の目的

本事例集は、策定したBCPの実効性を向上させるために、BCPをうまく運用している取組み事例などを紹介すること
を目的に作成しました。BCPは策定して終わりではありません。策定したBCPが災害発生時にしっかりと機能するよう、
策定したBCPを周知したり、研修や訓練を実施したり、研修や訓練の実施結果等を踏まえた見直しを行うなどの一連
のサイクルを推進することが不可欠です（図１）。本事例集に記載されているBCPの運用に係る取組みや課題を参
考に、自施設におけるBCPの実効性向上に活用してください。

図１ BCP運用のサイクル

（２）本事例集の見方

本事例集は、掲載内容を次頁表１の通り、サービス種別、事業所規模等の基本情報や関連資料と共に掲載して
います。また同表１は、BCPの運用（策定～周知～研修～訓練～見直し）サイクルのどの部分において、特徴的な
取組みが行われているかを「〇」で示しています。皆様の施設／事業所の種別や規模、又はBCP運用サイクルの中でど
こに課題感を感じているかポイントを絞ってご確認いただけます。

策定

周知

研修

訓練

見直し・改善
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掲載施設・事業所一覧

表１ 掲載施設・事業所事業所一覧

種
別

CASE

No.

■主な掲載内容 利
用
者
数

策
定

周
知

研
修

訓
練

見
直
し

頁
法人・施設／事業所名 併設・展開サービス

入
所

１

■能登半島地震における被災体験とその課題
～災害備蓄の必要性を痛感～

57 〇 〇 P.5社会福祉法人石龍会
特別養護老人ホーム
のとじま悠々ホーム

短期入所療養介護

２

■様々な関係者を巻き込みながら、常にBCPを更新

100 〇 〇 〇 P.7医療法人社団幹人会
介護老人保健施設
菜の花

通所リハビリテーション
訪問リハビリテーション
訪問看護ステーション
居宅介護支援事業所
クリニック、介護医療院

３

■スプリンクラーやハイブリッド車を活用した停電対策

50 〇 〇 〇 P.10
社会福祉法人母恋
ケアハウスふれあい母恋

通所介護
特定施設入居者生活介護
高齢者優良賃貸住宅

４

■地域や自治体と連携した訓練を実施

100 〇 P.13社会福祉法人三恵会
介護老人保健施設
希望の館

通所リハビリテーション
短期入所療養介護

５
■常に災害を意識したBCP運用のサイクルを実践

27 〇 〇 〇 〇 〇 P.15医療法人サンメディコ
グループホームヴィラ弘前

介護老人保健施設

6

■組織のTOPがBCP策定に関与

9 〇 〇 〇 P.17社会福祉法人京都ライトハウス
短期入所生活介護事業所
ライトハウス朱雀

介護老人福祉施設
居宅介護支援、通所介護
特定施設入居者生活介護
(盲)養護老人ホーム
ガイドヘルプ事業所

通
所

7

■豪雨災害からの復興とBCPへの反映

79 〇 〇 P.19
社会福祉法人球磨村社会福祉協
議会
球磨村高齢者福祉センターせせら
ぎ

訪問介護
居宅介護支援事業所
地域支え合いセンター

8

■家族への周知方法の工夫

17 〇 〇 〇 P.21株式会社ながたの里工房
デイサービスセンター花・丸山

地域密着型通所
介護居宅支援事業所

訪
問

9

■BCP訓練で見えた課題と今後の展望

163 〇 P.23株式会社ながのホームケアコンサル
ティング
yui訪問看護ステーション

ー

居
宅

10

■ブレーカーを落とした訓練にて緊急連絡先を変更

233 〇 〇 P.24社会福祉法人敬愛会
ケアプランサービス けやき

ー
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社会福祉法人石龍会 特別養護老人ホーム のとじま悠々ホーム

能登半島地震における被災体験とその課題
～災害備蓄の必要性を痛感～

ライフライン停止により、寒い、暗い、食事を摂らない利用者が増える

法人／施設のトップが中心となって策定したBCPが有効活用された事例

2007年の地震経験を踏まえ、専務理事をトップとし、施設長7名+事務員が中心となってBCP
を策定・運用したことで、実効性の高いBCPが整備できた。ISO9001の認証を受けているため、
組織のトップを含めた組織横断の委員会や会議体で活動を推進していく仕組みが応用できた。
発災時に橋が通行止めになり、本来の災害対策本部長が参集できなかったが、橋が通行止め
になった際の代行者をBCPで定めており、指揮命令系統が明確だったため、職員が誰に指示を仰
げば良いか悩む場面が少なかった。

被災経験を基に、月1回のBCP会議で見直し案を協議し、BCPを更新していく予定。
入居者向けの１週間分の食料備蓄を確保するには、当施設では約1,000食が必
要であり、費用や保管場所の確保が課題である。

01
入所

石川県

【施設名】
社会福祉法人石龍会
特別養護老人ホーム
のとじま悠々ホーム

【併設サービス】
短期入所生活介護

【開設】
2005年4月

【被災経験】
■2007年
能登半島地震（震度5強）
■2024年
能登半島地震（震度6強）

【利用者数】
入居定員数 57名
短期入所定員数 3名

【職員数】
52名

【BCP策定完了時期】
2022年7月

１

２

今後の

課題

委員
からの

コメント

令和6年能登半島地震において、直接被害を受けた施設からの報告である。
想定を超える規模の災害に見舞われ、反省点も挙げられているものの、橋の通行止
めに伴う代行者をBCPで事前に定め、それに基づき迅速に対応できた点は、BCP策
定の有用性と重要性を改めて示している。BCP策定後に大震災を経験した貴重な
報告であり、今後の防災対策の参考としてぜひ活用していただきたい。

電気：約２日間停止 エレベーターやエアコンが停止、照明も消えて館内は暗くなる。懐中

電灯はあったが数が足りなかった。両手が使えず夜間の介護が難しかったため、両手が使用できる
ヘッドライト等の準備が必要であった。
→停電対策として照明（LEDランタン、ヘッドライド、懐中電灯など）、ポータブル充電器等の確
保は必須と痛感し、すぐに購入した。

ガス：約３日間停止 館内空調はガス。電気とガスの停止により、館内空調が停止。厨房

での調理も不可。４日目から復旧したが、もう１日復旧が遅かったら、寒さ等で亡くなる利用者も
いたかもしれない。

通信：約3日間停止 電話交換機の故障により、固定電話は不通。携帯電話は通話もイ

ンターネットも発災後からほぼ通常通り使用できた。充電は、車のシガーソケット部分で対応した。

水道：約3日間停止 2日目、貯水タンクが空になったことで断水を確認。トイレが流せない

ため、ポータブルトイレや簡易トイレを一時的に使用した。1/3に電気が復旧し、浄化槽も使用で
きることが分かったため、１/4以降は、ポンプで汲み上げた井戸水で、トイレが流せるようになった。
入浴は、秋田からの介護チームの支援により1/11から再開した。周辺地域では約3か月間停止。

食事 入居者に応じて、固形やゼリー状の非常食を備蓄していたものの、毎食同じ味であった

ためか、２日目から食事摂取量が少なくなり、明らかに体力の低下が見られた入居者もいた。その
ため、離乳食を導入するなどして、なんとか利用者への食事提供を継続した。
→食料は３日分ではなく１週間分は必要。また、栄養士と話し合い、入居者にちゃんと食べて
もらえるような介護食の備蓄を検討中。

道路 能登島には、能登半島へつながる橋が2本ある。被災当日に2本とも通行止めとなり、

多くの職員が出勤困難となった。2日目に、1本が通行再開となったが、遠回りの必要や大渋滞が
発生し、通勤に４時間かかる職員も発生した。

ごみ 水洗トイレが使えないため、大量の汚物ごみが発生した上に、ごみ収集が長期間停止し

たため汚物ごみの保管場所に困った。汚物倉庫に何とか詰め込む形で一時保管し、業者へ個別
に回収を依頼するなどして何とか乗り切った。一時保管場所の確保は重要。

■2024年1月1日16:10の発災(震度6強)により、携帯電話以外のライフラインがほぼ停止した
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能登半島地震による被害状況

入所
「社会福祉法人石龍会 特別養護老人ホーム のとじま悠々ホーム」の事例

能登半島地震における被災体験とその課題～災害備蓄の必要性を痛感～

能登島から能登半島へつながる２本の橋のうちの１つ、ツインブリッジの被災状況。
もう1本の橋、能登島大橋は被災２日目に通行再開となったが、ツインブリッジは、
2025年2月現在復旧されておらず、復旧には３年かかると言われている。

七尾市
のとじま悠々
ホーム

ツインブリッジ

近隣の橋梁（ツインブリッジ）の被災地震発生後から2日目の様子

特殊入浴装置の被災状況地震発生後から2日目の様子

上記は、約300kgある特殊入浴装置が、地震の揺れで位置がずれてしまった様子。
これにより、しばらく入浴ができなかった。
被災数日後、職員がある程度集まった際に、男性スタッフ多数を集めて元の位置に
戻し、1/10に業者の方が設置調整・稼働確認。1/11に秋田からかけつけてくれた
介護支援チームの力を借りて、入浴を再開した。
周辺地域の水道が3カ月程度停止する中、当施設は平時より井戸水を活用してい
るため、入浴やトイレを早期に再開できたのは助かった。
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医療法人社団幹人会
介護老人保健施設 菜の花

様々な関係者を巻き込みながら、
常にBCPを更新

マインドマップ活用し、ブレインストーミング*を繰り返すことで、BCPを更新

地域自治体と災害協定を締結し、共同図上訓練を実施

2013年1月に地域自治体との災害協定を締結したものの、災害が発生した際の具体的な役
割や動き方などが明確でないという課題があった。その課題について自治体と協議をしながら、
2016年10月には自治体と社会福祉協議会、地域の医療機関及び介護施設が協働して、要
配慮者の内、高齢者の受入れに関する共同図上訓練を実現した。一度だけの実施に留まらず、
その後も消防や自治会など、関係者を増やしながら訓練を実施し、課題の洗い出しや改善に継
続的に取組んでいる。
2024年には、５回目となる自治体や消防等との共同図上訓練の他、近隣住民の協力やボラ
ンティア団体の受援を前提とした、近隣住民との連携訓練も実施している。

要配慮者のための福祉避難所において、最も重要な課題は、必要な人員をどのよ
うに確保するかということである。自治体や他の施設と協力し、訓練を行うことで、臨
機応変に対応できるようにするため、継続的な訓練の実施が重要である。また、大災
害を経験したことがないため、机上の検討だけで終わってしまうことが多い。被災地で
の実体験に触れる機会が少ないため、手順に不足が生じている可能性があるのが課
題である。

02
入所

東京都

【施設名】
介護老人保健施設 菜の花

【併設・展開サービス】
通所リハビリテーション
訪問リハビリテーション
訪問看護ステーション
居宅介護支援事業所
クリニック、介護医療院

【開設】
2004年4月

【被災経験】
なし

【利用者数】
100名

【職員数】
101名

【BCP策定完了時期】
2012年9月

１

２

今後の

課題

委員
からの

コメント

多職種がかかわり、ブレインストーミングを繰り返した結果、マインドマップとして整理し
た手法はとても素晴らしい。さらに近隣住民とも、連携訓練を実施されていることに感
銘をうけた。引き続き頑張ってもらいたい。

背景 東日本大震災をきっかけとして、理事長が当時東京都社会福祉協議会の理事をして

いたこともあり、理事長を中心に2012年にBCPを策定。その際、職員間でBCPに関する検討のた
めのブレインストーミングを実施し、マインドマップ（次頁参照）を作成してBCPの土台を構築した。

ポイント 多くの職員が関わりブレインストーミングを繰り返すことで、施設全体としての課題だけ

でなく、各部門単位の様々な課題とその具体的な対応策も検討することが出来た。また、ブレイン
ストーミングの結果をマインドマップとして整理し、平時から、いつでも、誰でも内容を確認できるよう、
常に会議室に掲示している。マインドマップの近くには付箋を置き、課題や改善策に気づいたときに
は、その場でコメントを残せる仕組みとしており、常にBCPを更新できるように努めている。さらに、毎
年起こる事件・事故・災害の情報を収集し、自施設に同様の事象が発生した場合の対応策等を
検討する機会を設け、その内容を踏まえて定期的な見直しを図っている。

成果 職員が主体的に関わり、コミュニケーションを図りながらBCPの策定、更新をしていくため、

形だけではない実効性の高いBCPとなっている。また、マインドマップを活用しながら、自分の部署、
持ち場ではどうか？と常に考えられる環境を整えることで、全職員の当事者意識の醸成にもつな
がっている。

*ブレインストーミング（ブレスト）：複数人で自由に意見を出し合い、新たなアイデアや発想を生み出す会議手法
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マインドマップを活用し、ブレインストーミング
を継続的に実施し、BCPを見直している。

マインドマップの活用

マインドマップ活用によるBCPの全体像の把握

入所
「医療法人社団幹人会 介護老人保健施設 菜の花」の事例

様々な関係者を巻き込みながら、常にBCPを更新



9

瑞穂町と各施設は要援護者の受け入れに
関する検討及び協定書を締結し共同訓練
を実施。

自治体と各施設の共同訓練

災害協定の締結から共同訓練までの経緯

入所 様々な関係者を巻き込みながら、常にBCPを更新
「医療法人社団幹人会 介護老人保健施設 菜の花」の事例

■自治体との共同訓練実施までの経緯

■令和5年度 瑞穂町共同図上訓練の様子
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１

社会福祉法人母恋
ケアハウスふれあい母恋

スプリンクラーやハイブリッド車を
活用した停電対策

過去の被災経験から停電時対策の必要性を痛感。停電時の対策に注力

03
入所

北海道

【施設名】
ケアハウスふれあい母恋

【併設サービス】
特定施設入居者生活介護
（ケアハウス絆：定員20名）
通所介護

【開設】
2002年11月

【被災経験】
2013年暴風被害
（3日間停電）
2018年9月胆振東部地震
（3日間停電）

【利用者数】
50名

【職員数】
25名

【BCP策定完了時期】
2022年4月

２ 非常災害対策に係る訓練と自然災害BCP訓練を一体的に実施

今後の

課題

委員
からの

コメント

過去の被災経験から停電対策の必要性を感じ、スプリンクラー設備や送迎車両な
どの既存設備を有効活用され３日間主要な電力を確保された。その後の災害にお
いても成果が出ている点は、他の施設においても参考になる事案と考えられるため、
検討されることを推奨する。

今後はBCPをより実用的なものにするために、BCPを見なくてもいいような工夫をす
ることが課題。例えば、スプリンクラー用自家発電機は自動で切り替えられるが、どのコ
ンセントが使用できるのか瞬時に分かるように印をつけようと思っている。BCPに完成は
ないため、今後も研修や訓練を通して、BCPの精度を上げ、より実用的なものに成長
させていきたい。

背景 2013年、暴風で近隣の高圧電線鉄塔が倒壊し3日間停電となった。当時は保存食

等の備蓄もなく、市からの炊き出しやコンビニのパンを送ってもらう等支援を受け、何とか事業を継
続した。社会福祉法人の使命として、支援する側でなかったことを深く反省した。 当時の停電で
一番困ったことは、暗闇でナースコール（全館放送含む）が止まり、利用者の安否確認や現状
説明が即座に行えず利用者を不安にさせることであった。

ポイント 上記経験から、既存の送迎用ハイブリッド車の発電装置を改造し、1400Wの電力

を確保、ナースコールと一部照明に活用した。その後、さらなる電力確保のために消火用スプリンク
ラー設備の自家発電機を転用した（次頁写真参照）。地元消防署に掛け合いスプリンクラー機
能を優先させることで許可を取り、 60万円程かけて電気の配電盤工事を実施した。一部冷蔵庫
や照明、トイレ、ボイラーに切り替えてお湯を貯め、風呂や暖房に活用した。ハイブリッド車のガソリ
ンと、スプリンクラー用自家発電機の軽油は、同グループ会社のガソリンスタンドと緊急時優先的に
供給してもらえるよう契約をしている。

成果 上記取組みにより、エレベーター以外の主な電力は3日間確保することができ、2018年

9月胆振東部地震の停電時は当施設だけ明かりがついている状態であり、外部からの援助に頼る
ことなく自力で3日間業務を継続することができた。

年2回の避難訓練の後、業務継続のためのハイブリッド車からの電気切替え訓練を実施しており、
最低限リーダークラスはできるようにしている。スプリンクラー用自家発電機の操作訓練は館内を全
停電しないと行えないため、年に1度の電気設備点検時に訓練をしている。

工夫点 また、同避難訓練の際に、BCPの理解度を質問形式で職員に確認しており、職員の

疑問や課題を明確化できている。例えば、震度6強の地震の想定では夜勤帯（職員2名体制で
利用者50名対応）で安否確認後の救急対応と食事対応について職員から不安の声が上がっ
た。その対応として、備蓄食を火を使わないアルファ米に変更したり、簡易的なリュックサック形の救
急箱を各階に保管し利用者の所にすぐ駆け付けられるよう、BCPを修正した（各階の救急リュック
サックは現在準備中）。質問を行うことによって、研修のように一方的なinputだけでなく、職員自
身に考えてもらい、何が分かっていなくて、何ができないのか気が付いてもらうことができた。
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車両で発電した電気を当施設
外壁を通して事務所内の配電
切り替え盤に接続し、電源を確
保する。

ガソリンを補給することで連続発電が可能。
実績では、3日間無給油で稼働した。

ハイブリッド車を活用した停電対策

平時は入居者の送迎に使用、停電時には
自家発電機（1400W）として使用

■費用：計5~６万円（車の装備品購入、壁の配線工事）

消火用スプリンクラー設備を活用した自家発電機

■費用：計60万円程（電気の配電盤工事）

※火災時のスプリンクラー作動用の燃料は残しておくことに
留意して使用しなければならない。

電源切り替え用
手動スイッチ

※停電時に手動で切替え

火災時の
電源切替え盤

※スプリンクラーの作動が
優先される

入所

軽油タンク50リットル（6リットル/時間・消
費量）で約3時間の連続運転が可能。

発電した電気を冷蔵庫、照明、トイレ等に
使用

「社会福祉法人母恋 ケアハウスふれあい母恋」の事例

スプリンクラーやハイブリッド車を活用した停電対策

＜スプリンクラー用自家発電機＞＜自家発電機と北海道電力の電源切替え盤＞
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ケアハウス
ふれあい母恋
（定員50名）

ケアハウス絆
（定員20名）

スプリンクラーやハイブリッド車を活用した停電対策入所

停電時の電源確保概念図

「社会福祉法人母恋 ケアハウスふれあい母恋」の事例

自家発電機
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社会福祉法人三恵会
介護老人保健施設 希望の館

地域や自治体と連携した訓練を実施

市と共同で福祉避難所開設訓練を実施

令和５年11月頃、当施設から市の福祉避難所担当課に依頼し、福祉避難所のテント等を持
ち込んでもらい、施設職員で設営する訓練を実施した。実際に使用するテントの設営について、必
要なスペースや時間、人員の確認ができた他、施設として準備しておくべき備蓄品や開設時に持
ち込まれる物資等の確認ができた。また、排泄物を浄化槽に直接落とす防災用トイレを設置する
ことを想定し、マンホールの位置確認ができた。
福祉避難所の資材は、庭のプレハブ等に保管している施設もあるが、当施設はスペースや立地
の制限があるため、福祉避難所の資材は市が所有している。そのため、これまで資材等を見る機
会がなかったが、この訓練で具体的な福祉避難所開設のイメージを持つことが出来た。
市の担当者からは、「市の担当者も頻繁に変わるため、担当者自身もテントを持ち込む機会が
少ない。有事の際の対応が確認できて良かった」という声が聞かれた。

地域自主防災会と合同の避難訓練・非常食炊き出し訓練／
地元消防署と連携した避難訓練

１

２

04
入所

愛媛県

【施設名】
介護老人保健施設 希望の館

【併設サービス】
通所リハビリテーション（35名）
短期入所療養介護

【開設】
2012年3月

【被災経験】
浸水経験あり

【利用者数】
入所100名
通所35名

【職員数】
90名

【BCP策定完了時期】
2024年3月

■1階：通所リハビリテーション、
■2~3階：入所、ショートステイ

（空床利用）

BCP研修は時間外実施のため、パート職員等の参加率が低い。今後は、研修内
容をデータ化していつでも見れるようにしたり複数回実施したいと考えている。
また、大規模な地震が発生した際、通所サービス利用者を家族の元へ送迎するま
での対応やその周知について課題を感じている。発災時、家族と連絡が取れれば送
迎するが、送迎中に余震などに遭遇するリスクがある。一時的に施設に滞在して頂く
場合でも、備蓄が数日分しかないため、不安が残る。BCPの実効性を高めるための
検討を継続し、BCPの改善を図り、家族への周知や対話等を進めていきたい。

今後の

課題

委員
からの

コメント

自主防災会との合同訓練 自主防災会と合同で、火災を想定した施設内での避難誘導

や非常食を使った炊き出し訓練を実施。有事の際、少ない人数で災害対応を行うことに不安が
あったが、自主防災会が前向きに合同訓練に参加してくれたことで職員や利用者の安心にも繋
がった。コロナ禍で合同訓練を一時中断していたため、また再開していきたい。

地元消防署との合同訓練 地元消防署と合同で併設デイサービスでの垂直避難訓練を実

施した。当施設は浸水想定区域外であるが、過去に正面玄関から浸水したことがあったため、消
防署指導の下、職員が毛布を担架として活用し利用者をエレベーターを使わずに移動できるか検
証した。
また、地元消防署にはしご車を出してもらい、火災を想定した避難訓練を実施した。訓練では、
利用者が２、３階のベランダの柵を乗り越えてはしご車に乗ることが困難と予測されたため、屋上
から救出することに変更した。利用者の中には楽しみながら参加する方もおり、訓練もやり方によっ
てはレクリエーションの延長になると考える。
消防署への打診は、約2か月前にアプローチして予定を抑え、消防署にどのようなことができるか
聞いている。署によって所有している車種や設備が異なるため、地域によって様々な訓練の相談が
できると考える。

市と共同で実施した福祉避難所開設訓練では、実際に使用するテントを持ち込み
作業することで、どれくらいのスペースや時間、さらには人員が必要かの確認ができ、よ
り実践的なBCPに向けて改善できたと思う。
また、地元消防署との合同訓練でも、提供されたはしご車を使って訓練を行うことで、
利用者の救出方法を変更するなど、BCPのレベルアップが実現できたと考える。
地域や自治体との連携訓練では、市側の職員、あるいは消防署の担当者が人事
異動で変わることもある。人脈の切れ目が縁の切れ目にならないように、是非、定期
的に繰り返してほしい。
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設営にかかるスペース、時間、手順、人員
等を確認でき具体的なイメージが持てた。

福祉避難所開設訓練

市職員とのテント設営訓練

入所
「社会福祉法人三恵会 介護老人保健施設 希望の館」の事例

地域や自治体と連携した訓練を実施

施設職員10名、市職員2名で30分程で設営完了 初めて見る備品が多く、使用目的等の確認も行った

シンプルな構造で、女性職員だけでも設営は可能 想定よりも大きく、設営場所の再検討が
必要であることがわかった

給食委託業者と備蓄の確認 停電時のポータブル電源の説明

※本訓練は福祉避難所開設のためだけでなく、自施設における職員の宿泊や休憩場所、
トイレ、間仕切り等含めた備蓄品の確認、準備の参考にもなった。
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医療法人サンメディコ
グループホームヴィラ弘前

常に災害を意識した
BCP運用のサイクルを実践

被災施設の教訓を基に、利用者にとってより生活しやすい避難場所を選定

東日本大震災で被災したグループホーム（以下、「GH」と略す）が小学校に避難して、バリアフ
リーでない建物での避難生活に苦慮していたことをきっかけに、当施設の避難場所も見直しを検討
した。その結果、当施設と同様洪水浸水想定区域に位置し、建物やトイレがバリアフリーでない近
隣の小学校ではなく、車で25分程の某医療福祉大学を避難場所とし、協定書を取交わした。
当該大学には、併設老健施設を含めた計140名の利用者に十分なスペースやバリアフリートイ
レ、駐車場がある。また、毎年６月に当該大学と合同で実施している水害を想定した大掛かりな
避難訓練では、大学の防災に詳しい教員から訓練結果についてのフィードバックがもらえる。その
フィードバックは、その都度BCPに反映するようにしている。

BCPにおける「策定」・「周知」・「研修」・「訓練」の工夫

策定 GH協会や県が主催する研修に参加し、他のGHと積極的に情報交換や併設老健施

設と意見交換をしながら策定した。策定後も、これで良いのか、職員がちゃんと動けるか等の不安
は残ったが、研修や訓練を繰り返しながら、少しずつ見直しを行っている。

周知 年に2~3回程運営推進会議の際に、利用者、利用者家族、自治体、地域住民等に

対して作成したBCPの内容を周知している。雪害や水害シーズンの前には、利用者、利用者家
族に緊急連絡先や避難場所候補を書面で連絡している。

研修 BCPに限らず自施設に必要なすべての研修を年間計画を立てて計画的に実施している。

職員全員が一斉に研修に参加するのは困難なため、参加できない職員はインカムで研修の音声
を聞いたり、30分交代で研修に参加している。講師は一人の職員が担い、災害発生時の参集
基準の説明や積雪で移動が困難な時に地震が発生した場合の対応について意見交換している。

訓練 避難訓練は毎月実施しており、夜間想定（カーテンを閉めて）、火災想定、雪害、職

員が少ない状況など、毎月の訓練テーマを変更することで、マンネリ化を防止している。想定を変え
て訓練することで、毎回何か気づきが得られ、BCPの実効性向上にもつながっている。訓練は、運
営推進会議の前に会議メンバーに見てもらいながら実施し、会議の中で訓練結果について意見
交換をしている。

併設老健施設は福祉避難所に指定されており、GHも各ユニットで１名ずつ利用
者を受け入れる協定を隣町と結んでいるが、BCPに対応要領を盛り込んでいないた
め、今後の課題と認識している。
防災対策委員はBCPの内容を把握しているが、それ以外の職員は十分でない。

新たに入ってくる職員も一定いるため周知を徹底することが難しい。また、積雪の状況
下での避難訓練は利用者にも負担がかかるため、実施したことがなく不安。年に1~2
回はBCPを見直しているが、見直し後、都度職員へ最新の内容を再周知していくこと
も課題である。

05
入所

青森県

【施設名】
グループホームヴィラ弘前

【併設サービス】
介護老人保健施設115床
（同一敷地内廊下続き）

【開設】
2000年4月

【被災経験】
水害警戒レベルに基づく避難経
験あり（2013年・2022年）

【利用者数】
27名

【職員数】
24名

【BCP策定完了時期】
2022年3月

１

２

今後の

課題

委員
からの

コメント

全職員にBCPを定着させるための工夫としては、職員の意識統一が重要である。
災害は他人事と考えがちなので、ハザードマップ等から自事業所の災害を想定する。
そして、様々な地震や洪水等の動画を視聴し、自事業所に重ね合わせながら、災害
リスクの抽出を行い、課題と対策を職員皆で取組むと良い。
GHで実施できる福祉避難所としての対応・準備については、事前に自治体と打ち
合わせを十分に行い、どのような人・物・金の支援が受けられるのか確認しておくと良
い。その内容をBCPに盛り込んでおくとスムーズな連携が図れる。また、福祉避難所
受入れの図上訓練を実施しておくと効果的である。
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先発隊と後発隊に分けて、避難先の準備
と利用者の搬送を効率的に実施。

避難持ち出し物品と利用者移動訓練

避難確保計画と一体的に実施したBCP訓練

入所
「医療法人サンメディコ グループホームヴィラ弘前」の事例

常に災害を意識したBCP運用のサイクルを実践

■職員の安否確認状況や持ち出し物品の
現在位置をホワイトボードに取り纏める様子
■災害時持ち出し用袋には、非常時の連絡
先やヘッドライト、懐中電灯等が入っている

■水害警戒レベル2の発令に応じて避難持ち出し物品を倉
庫から玄関先へ運ぶ様子
■普段から物品は玄関近くに保管している
■女性職員2名で15分で移動完了
■段ボールの番号順に、避難先の大学に運び入れる
【段ボールの番号①②の内容】
①先発隊（避難先で利用者を迎えるための毛布等敷物）
②後発隊（利用者と共に避難した後に使う物品）

■避難持ち出し物品を車へ積込んだ様子
（職員の自家用車で利用者と持ち出し物品を搬送）

■後発隊が利用者を避難先の大学に搬送
■避難先の大学職員と協働した訓練の様子

■先発隊が搬入、準備したシートと椅子に腰かける利用者
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社会福祉法人京都ライトハウス
短期入所生活介護事業所 ライトハウス朱雀

組織のTOPがBCP策定に関与

法人全体と各事業所が連携したBCP策定の取組み

06
入所

京都

【施設名】
短期入所生活介護事業所
ライトハウス朱雀

【展開サービス】
■北区(同敷地内)
視聴覚障害者情報提供施設、

障害者支援施設、障害児通

所支援事業所、障害福祉

サービス事業所、一般・特定

相談支援事業所、身体障碍

者更生相談事業所

【開設】
2016年6月

【被災経験】
なし

【利用者数】
9名

【職員数】
13名

【BCP策定完了時期】
2023年7月

１

２

■中京区
1階：居宅介護支援事業所、

通所介護、ガイドヘルプ、
事務所

2~3階：特養（65名）
ショートステイ（9名）

4~5階：盲養護老人ホーム
（50名）

「研修」・「見直し」の工夫

研修 2023年、BCPの内容をパワーポイントに起こして職員向け研修を実施した。早朝6時

地震発生を想定した内容で、職員のとるべき行動や災害時伝言ダイヤルの活用、職員の参集率
等について共有した。能登半島地震後だったため、建物倒壊や帰宅困難職員等リアリティのある
状況を伝えることができ、参加した職員からは被害想定や取るべき行動をイメージできたという感想
が多かった。より多くの職員が参加できるよう、中京区に限らず、北区職員も参加できることとした。

見直し 研修を通して、特定の職員が長時間滞在し、勤務を継続しなければならない状況

が想定されたため、利用者分と福祉避難所の分だけだった備蓄を、補助金を活用して職員用も
追加で準備した。

災害は自分達には起こらないと思っている職員もいる。どのような研修を実施すれば
意識がより高まるのか今後の課題である。
自治体や地域との連携も課題である。避難訓練等の参加を呼びかけるにも窓口が
わからなかったり、地域住民もどこまで声をかけるかなど検討が必要である。また地域で
行われる防災活動に参加する為にも、自治体の担当者から消防訓練等の企画や
協働してできること等情報提供してもらえるようにしていきたい。

今後の

課題

委員
からの

コメント

策定経緯 視覚障害者向けの施設ということで元々組織内の防災意識は高かった。また、区

役所からの依頼で福祉避難所を想定した大規模な訓練にも参加していた。さらに、コロナをきっか
けに、感染症が蔓延しても事業継続できるよう優先業務の整理・作成から着手した。同様に自然
災害発生時も当時の災害対応マニュアルのままでは実際に行動しにくいと考え、法人全体、各事
業所で作成に取組んできた。

各会議体での策定 理事長と総務情報部、障害支援部、高齢支援部の部長が集まる月

2回の部長会議にて基本的なBCPの根幹を作成した。その後、各所属長が集まる経営会議でた
たき台を基に、各事業所の実情に合わせて修正、変更しながら策定していった。

災害時の体制 中京区と北区は4.5キロ離れているため、災害時は対策本部を中京区と北

区の2か所の拠点に立てることになっている。基本的に各拠点の対策本部長が完結させるが、必
要に応じて理事長が統轄、調整する体制になっている。また、法人内で各事業所ごとの備蓄や重
要業務をBCP別冊にまとめ共有しているため、有事の際の人員や備蓄の在庫確認などにも活用
できるようにしている。例えば、北区職員の住居が中京区に近く、交通麻痺等が生じている場合に
は中京区に参集してもらうことも想定している。

各拠点での連携 中京区ライトハウス朱雀では、感染症拡大時BCPの体制として、通所、

盲養護老人ホームの特定の職員が特養のヘルプに入ってもらうことになっている。そのために、平時
から介護ソフトのツールを活用して、ケアに最低限必要な利用者情報（食形態、自立度、口腔
ケアやトイレ介助方法等）を共有しておき、その情報を基にケアできる体制を整えている。今後は、
自然災害時にもこの介護ソフトのツールは活用していく想定である。

自治体や地域との連携は、災害時に急に行おうとしても無理がある。普段から顔の
見える関係を構築しておくことが重要である。町内会活動への参加、ボランティアの受
入れ、合同の行事や防災訓練の実施、事前に災害協定を締結する等が考えられる。
自治体と福祉避難所を締結しているのであれば、詳細を詰めておくと良い。
災害時の職員のローテーションは、被災規模や参集職員数に応じて数パターンを用
意し、BCPに明記しておくと良い。
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扇風機、机、椅子を散乱させる等あるもの
を活用してリアリティを持たせた訓練。

自然災害BCP訓練

地震発生後の初動対応を訓練で検証

入所
「社会福祉法人京都ライトハウス 短期入所生活介護事業所 ライトハウス朱雀」の事例

組織のTOPがBCP策定に関与

地震発生後、各居室を訪室し利用者の安否確認を実施 リビングで倒れている利用者を発見

報告を受けた管理宿直者が状況をホワイトボードにまとめる

振り返り 実際訓練をすることで、役割分担、職員同士の声かけ、安否確認方法、管理宿直者への報告の仕方など、

書面だけでは分からない様々な課題が見つかり、見直しの必要性を実感した。また、備蓄について品目と量の記載はあ
るが、発災時に誰が担当でどこにあるかわからないことがあったため、今後は備蓄の格納場所をリスト化する必要がある。

実施日時：2024年11月15日（金）14：00～14：30 （振り返り14:30～14:45）
概 要：平日朝6時にマグニチュード7.5、震度6強の地震発生を想定した訓練を実施。地震発生直後における、

安全確保・安否確認・応急処置・状況把握・情報収集・状況報告について検証した。施設として初めての
BCP訓練のため実施範囲をユニットに限定し小規模で実施した。

参 加 者 ：利用者18名、職員3名（夜勤者2名、管理宿直者1名）
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社会福祉法人球磨村社会福祉協議会
球磨村高齢者福祉センターせせらぎ

豪雨災害からの復興とBCPへの反映

球磨村豪雨災害の被害状況と通所事業所再開まで

被害状況 2020年7月4日未明から球磨川及び支流の増水氾濫により、幹線道路が次々

に浸水や決壊、土砂流出等で通行不能になり、ほぼすべての集落が孤立状態となった。4日以降、
自衛隊、消防、警察、民間により、各方面から救出が試みられたが、壮絶な被災現場を前に、救
出活動は困難を極めた。当事業所は直接的な被害はなく、発災が夜間帯であったため送迎車や
利用者の被害もなかった。

発災~通所再開まで 当時LINEは通じたが、道路や橋の通行止めの影響で連絡の取れな

い職員や利用者の安否確認が困難であったため、村役場に相談し衛星電話で安否確認を支援
してもらった。2週間後、道路がある程度通れるようになったため、職員に利用者宅を訪問させたと
ころ、「認知症やADLの悪化」、「本人・家族の疲弊」、 「風呂に入れていない」という状況が確認
され、一刻も早く通所を再開しなければと強く思った。
しかし、被害があまりにも甚大だったため、本来村が運営するはずであった一般避難所運営を当
社協が委託で運営することになり、通所職員が災害ボランティアセンター（以下「VC」）の対応に
当たることとなった。加えて、社協として地域支え合いセンターを立ち上げなければならず、当時12
名の職員の内多くが被災した中で、3～4名の通所職員が上記３事業の運営に当たった。その状
態が1か月以上続き、通所事業の再開が遅くなってしまった。
DCAT、DWAT、介護支援協会、社会福祉会等が参加する村の会議で状況を伝え、県庁職
員の避難所対応やDCATの入浴支援等の協力があり、職員を通所に戻せるようになった。被災1
か月後には半日だけの送迎＋入浴介助を、曜日を決めて1日10名限定で再開した。さらに2週
間後には業者に弁当を外注することで少しずつ1日利用を再開していった。被災2か月後には、
DWAT等に協力してもらい、職員を通所業務に戻し利用者制限を徐々に緩和、被災3か月程で
通常体制に戻していった。

被災経験からBCPに反映したこと

当時、ハザードマップについて職員へ周知できていなかったので、現在は、災害による避難場所や
避難経路、各種情報の収集先等、安全に移動するための情報をBCPに盛り込み周知している。
当時電話が通じなかったので、電話だけでなくLINE等他の連絡手段を確保しておくことが重要と
痛感した。現在は村とLINEワークスで繋がり、災害時の連携や情報収集に活用している。また当
時、職員参集について曖昧で業務再開まで時間がかかった反省から、事業所内でグループLINE
を作成し、安否確認や出勤可能日を把握できるようにしている。

地域等との連携 地域ではイベント等を通じた顔の見える関係性つくりが重要であると考え、

避難所や自主防災組織、民生委員等が参加する年１回の村全体の防災訓練に参加している。
有事の際は地域住民の協力が必要なため、このような研修や訓練には積極的に参加している。
今回、村や保健所、県庁等に状況を伝え、支援頂くことで復興することができた。特に被災時は
職員も疲弊し心のケアを要する状況だったので、他機関と協力し相談し合える関係づくりは重要だ
と考える。

BCP作成者や管理者だけでなく、職員もBCPの内容を理解し対応できるようになる
ためには課題が沢山ある。今後の研修・訓練に注力していくとともに、この被災経験を
忘れないよう伝えていきたい。また、職員がパニックにならず対応できるよう今後はアク
ションカードを作っていく予定である。

07
通所

熊本県

【事業所名】
社会福祉法人
球磨村社会福祉協議会
球磨村高齢者福祉センター
せせらぎ

【併設サービス】
訪問介護
居宅介護支援事業所

【開設】
1987年12月

【被災経験】
2020年球磨村豪雨災害
停電：2週間停止
水道：10日程停止
ガス：プロパンは使用可能
通信：不通(LINEは通じた)
その他：孤立により食糧難に

【利用者数】
79名

【職員数】
29名

【BCP策定完了時期】
2024年3月
※被災当時BCPは作成中であったた
め、当時の被災経験を反映して策定
を完了した

１

２

今後の

課題

委員
からの

コメント

球磨川の災害は、記憶にも新しいところ。災害を経験するとやはり課題が明確にな
るため、それを次いつ来るかわからない災害への備えとして、アップデートしていただきた
い。当施設も参考にさせていただく。
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時間雨量30㎜を超える滝のような雨が
8時間降り続いた。

球磨村豪雨の被害概要

球磨村で死者25名
「死を覚悟した」甚大な被害

行政の防災会議や訓練への参加

通所

村役場職員、民生委員、自主防災組織等
が参加し、村の防災計画についての説明や
防災についての意見交換が行われる。

村民防災ブロック会議

河川土木農林等で約1400件の被害 建物被害503件

村の計7つの橋の内5つの橋が崩落

村の防災計画についての説明 防災計画についての意見や心配事等を
付箋に書き出す様子

「社会福祉法人球磨村社会福祉協議会 球磨村高齢者福祉センターせせらぎ」の事例

豪雨災害からの復興とBCPへの反映
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株式会社ながたの里工房
デイサービスセンター花・丸山

家族への周知方法の工夫

通知文を使用したご家族への周知

工夫 震度６強以上の地震が発生した際の当センターの送迎や対応方針等を定めた通知文

を定期的に配布している（次頁参照）。デイサービスは家族と二人三脚のサービスのため、事前
に家族に対応を知ってもらうことが大切であると考えている。東日本大震災時は皆慌てていた上に、
道路や橋桁の陥没、踏切の遮断状態のために、職員、家族も不安であった。それから災害時の
送迎は職員2名体制に変更する等内容は都度更新しているため、備忘の意味も含めて年１～
２回程度、能登半島地震後などのタイミングを見て案内している。2年に1度の家族会では、改め
て通知文に関して説明を実施している。

訓練後の見直し・再訓練

訓練 東日本大震災時、停電で暖房や電子レンジが使えないことが一番困った。その経験を踏

まえ、現在は自家発電機1台、電気自動車2台を備え、年2回の避難訓練時に自家発電機の
使い方を訓練している。
同法人内3事業所合同で、避難訓練とBCPの訓練を一体的に実施した。合同で行うことにより、
地震発生後の安否確認や初動対応についての方針、対応の統一を図ることができた。独歩困難、
認知症の方などを移動させる際、一歩間違うと表皮剥離させてしまうような場面も発生した。

見直し 上記、訓練で移動する際の課題について、重度の方や中・重度認知症の方等は必

ず職員2名で対応することに変更し、毎月の定例研修会時、再度移動訓練を実施した。訓練内
容はその都度記録に残し、年2回の見直しの際にBCPに反映している。

東日本大震災時は、停電が解消した３日後に通所サービスを再開し、大変喜ば
れた。今後も電気が回復したら、独居や重度の方を優先にできる限り早く事業を再
開する方針。通所サービスの代替として訪問もあり得るが、現状BCPに細かい所まで
記載しておらず課題と認識している。
東日本大震災時はガソリンスタンドで燃料を仕入れることに苦慮した。医療介護福
祉の現場は利用者の生活、命を守らなければならず、送迎や避難、安否確認に燃
料は必須である。燃料確保について優先してもらえるよう、自治体又は市行政からガ
ソリンスタンドに掛け合い、災害時の優先車両の印としてステッカーを配布する等対応
してもらえたら大変ありがたいと思う。

08
通所

茨城県

【事業所名】
株式会社 ながたの里工房
デイサービスセンター花・丸山

【併設サービス】
地域密着型通所介護
居宅支援事業所

【開設】
2012年3月

【被災経験】
2011年東日本大震災
電気：2日間
水道：1週間
ガ ス：数日間
通信：数日間

【利用者数】
17名

【職員数】
6名

【BCP策定完了時期】
自然災害：2021年4月
※東日本大震災の経験から早急に
BCPを作成すべきと着手した

１

２

今後の

課題

災害時の対応について事前に利用者や家族にお知らせすることは、家族にとっては
安心と信頼に繋がる。文書についても、定期的に災害などの発生時に合わせ年に１、
２度案内しているが、その点に於いても災害対応について認知度が高まるもので他の
事業所でも参考になる取組みと考える。

委員
からの

コメント
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災害時の対応が明文化され、
家族や職員の安心につながった。

ご家族への通知文

大震災発生時の対応についての周知

通所
「株式会社ながたの里工房 デイサービスセンター花・丸山」の事例

家族への周知方法の工夫
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株式会社ながのホームケアコンサルティング
yui訪問看護ステーション

BCP訓練で見えた課題と今後の展望

訓練実施により課題・改善点が判明した

訓練と課題 2023年1月に水害・土砂災害を想定した机上訓練を実施。想定シナリオを基

に、職員で対応を検討したが、もっと細かいシナリオや対応手順が決まっていないと実際に動くのは
難しいことが判明。具体的には、利用者の家庭状況等を踏まえた優先度を考えて安否確認しな
ければならない。職員は、利用者宅・自宅・社内・事務所等様々な状況で何を使用して安否確
認するのか、稼働できる職員はどの情報を基に動くのか、訪問する場合のルートはどのように決める
か等課題ばかりが見えた。

個別避難計画 個別支援計画との整合性をとることも必要と感じた。利用者が複数のサービ

スを利用している場合、安否確認を誰が実施するか等の整理もできていない。有事の際にケアマ
ネジャーと訪問看護からの連絡は必ず重なるが、しないよりはした方が良いと思っている。整理する
のであれば事前に話し合いや調整が必要となるが、限界も感じる。年2回以上長野県訪問看護
ステーション連絡協議会ブロック管理者会議を実施しているが、こうした顔を合わせたコミュニケー
ションが日頃から重要であると認識している。
実際の改善まではまだ手を付けられていないが、改善点が分かったというのは収穫だと感じている。

災害を想定した平時からの備え

災害時の訪問は、自分自身の飲食物やトイレ対策等も持参する必要がある。食べ物について
は十分な備蓄に至っていないが、衛生関係の備蓄は十分にできている。利用者の家族等にも可
能な範囲で備蓄をお願いしているが、独居や認知症の方、目先の生活に精一杯の方もいるので
難しい面もある。清拭に必要なお湯もポットに入れて訪問する必要があると感じている。
特に、担当エリアが広く訪問車両は一人1台体制のため、普段から車のガソリンは半分になったら
給油するルールを設定している。

過去の豪雨災害にて、在宅酸素利用者が停電でHOTが停止するという課題に直
面した。酸素の供給元に充電式酸素濃縮器の開発を提案し実現した。やろうと思え
ば我々はそこまでの働きかけができる。研修を通じて理解を進め、今後はアクション
カードを作成し訓練を通じて身体が慣れているようにしていきたい。

09
訪問

長野県

【事業所名】
株式会社
ながのホームケアコンサルティング
yui訪問看護ステーション

【併設サービス】
なし

【開設】
2021年6月

【被災経験】
なし

【利用者数】
163名（6~104歳）

【職員数】
21名

【BCP策定完了時期】
2023年3月

１

２

今後の

課題

委員
からの

コメント

訓練をすることにより、課題に気が付けることが分かった。また訓練は、災害発生時
のイメージにつながり、日頃から何を備えていくことが必要なのか明確になっていくことも
分かった。次の訓練（想定）についてもレベルアップしていくことが期待できる。顔を合
わせたコミュニケーションの重要性について、ケアマネジャーによる担当者会議などにお
いて、安否確認を誰がするのか等、検討する機会をつくることを期待する。
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社会福祉法人敬愛会
ケアプランサービス けやき

ブレーカーを落とした訓練にて
緊急連絡先を変更

停電時を想定した訓練

地域や事業所の特性に応じた想定で訓練を実施しないと、実際に被災したら何が起きて何に困
るのか掘り下げることができない。居宅介護支援事業所における初動対応では、安否確認等、電
気が最も重要な資源となる。そのため、2023年、停電時の情報共有や利用者の安否確認につ
いての検証を行うため、グループ内の通所事業所とブレーカーを落とした合同訓練を実施した。

ブレーカーを落としてわかったこと 夜間の利用者からの電話は、事務所の親機から各携帯電

話に転送され24時間繋がるようにしているが、停電時には固定電話が止まるため、利用者からの
電話が転送されないことが判明した。そのため、有事の連絡先を修正し、利用者や関係する他事
業所に共有した。

訓練後の再訓練 上記訓練の結果、停電時、利用者からの連絡は携帯電話から来るため、

次はこの携帯電話をいかに充電するか、また利用者の連絡先等の必要な情報をパソコンから確認
するための電源をどのように確保するかが新たな課題となった。そこで、車での充電を行うため、通
所の送迎車から100Vに変換するシガーソケットを使用して、携帯電話の充電と対応に必要なパ
ソコンの立上げを行い、どのくらい時間がかかるか、雨天時にも実施できるかを検討した。訓練の結
果を踏まえて、平時の車の停車位置を変更した。

2024年、個別避難計画に沿って利用者を避難させられるか民生委員にも参加してもらい検証
した。能登半島地震後であったため、被害状況の報道を見た民生委員が、同じような状況になっ
た時に、本当に要配慮者を送迎車まで連れて行けるかという不安が表出された。当時、避難支援
等関係者名簿には、民生委員の名前しか載っていなかったが、地域の方から消防団を加えてはと
いう提案があった。消防団に掛け合ったところ、支援の確約はできないとの条件付きではあったが、
避難支援等関係者名簿に消防団員の名前を加えさせてもらうことができた。
毎年、研修時に個別避難計画について確認はしていたが、訓練をしてみることで、民生委員の
方々も自身が被災した中で、要配慮者の避難支援をすることは不安もあり難しいと分かった。その
ようなことが発見できたことが合同訓練の大きな収穫であった。

研修は、連絡先やBCPの見直し箇所等の確認事項が多く、2年連続同じ内容で
実施しているため、今後はさらに発展した研修をしていくことが課題。
訓練の客観的評価ができないので、消防訓練のように専門家からの評価が欲しい。
災害時に周囲の安全が確保できない場合、職員は利用者の安否確認に行かないこ
と等を決めているが、利用者の安否を気にする余りルールと異なる行動をとるリスクもあ
る。訓練の中でいかに様々なことを想定できるかが課題である。そのため、被災想定
等を意識したリアリティのある訓練を実施し、職員一人一人が自分事として意識や行
動の変容に結び付けられるようにしていきたい。

10
居宅

福岡県

【事業所名】
社会福祉法人敬愛会
ケアプランサービス けやき

【併設サービス】
なし

【開設】
2022年4月

【被災経験】
なし

【利用者数】
233名

【職員数】
6名

【BCP策定完了時期】
2022年4月

１

２

今後の

課題

委員
からの

コメント

BCP計画に基づく訓練を実施するにあたっては、まず「災害は平時がある瞬間に劇
的に変化する」ことを基本に実施していく必要がある。そういう意味においては、本例は、
停電時の対応を主軸とした取組みで、車両の停止位置等、様々な課題や解決策を
発掘されている。
今後は更に地域住民との連携により、防災情報の周知方法や避難行動支援者の
共有化をはかるために、地区担当民生委員や自治会長などもBCP策定・修正時に
参加できるような働きかけや、施設・在宅等の家族にも呼び掛けて意見を取りいれる
などの取組みをされることで、有事の際のより充実された計画及び訓練となることが期
待できる。

個別避難計画を意識した民生委員との訓練
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